
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１．１　金型（３）上に繊維複合半製品（１）を配置するステップと、
　１．２　半製品（１）の周りの少なくとも片側に、通気性はあるがマトリックス材料は
透過させない膜（７）により第１の空間（１０）を形成するステップであって、この場合
、第１の空間（１０、２５）内にマトリックス材料を供給可能である前記形成ステップと
、
　１．３　通気性がなく且つマトリックス材料も透過させない、金型（３）に対して密封
されたフォイル（１９）により、周囲との境界が形成されている、第１の空間（２５、２
５）に隣接する第２の空間（２７）を形成するステップと、
　１．４　第２の空間（２７）から空気を吸引するステップであって、これにより、マト
リックス材料が、貯蔵容器から、真空にされた第１の空間（１０、２５）内に吸い込まれ
、マトリックス材料を半製品（１）内に浸透させる前記吸引ステップと、
を有する、マトリックス材料を射出するための射出成形法による乾燥繊維複合半製品から
の繊維強化プラスチック構造部品の製造方法。
【請求項２】
　流動補助材（１５）が、半製品（１）の片側表面（１１）に配置され、
　マトリックス材料が、該流動補助材（１５）によってこれに対面する半製品（１）の表
面（１１）上に分配され、第２の空間（２７）から空気を吸引する間、半製品（１）内に
マトリックス材料を浸透させることを特徴とする請求項１記載のマトリックス材料を射出
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するための射出成形法による乾燥繊維複合半製品からの繊維強化プラスチック構造部品の
製造方法。
【請求項３】
　繊維複合半製品（１）を配置するための金型（３）と、
　半製品（１）の周りの少なくとも片側に配置され且つその中にマトリックス材料を供給
可能な第１の空間（１０）を形成する、通気性はあるがマトリックス材料は透過させない
膜（７）と、
　金型（３）に対して密封された、第１の空間（２５）に隣接する第２の空間（２７）で
あって、通気性がなく且つマトリックス材料も透過させないフォイル（１９）により、周
囲との境界が形成され、配管（３１）によって空気が吸引される第２の空間（２７）と、
を有するマトリックス材料を射出するための射出成形法による乾燥繊維複合半製品からの
繊維強化プラスチック構造部品の製造装置。
【請求項４】
　流動補助材（１５）が、半製品（１）の片側表面（１１）に配置され、
　マトリックス材料が、該流動補助材（１５）によってこれに対面する半製品（１）の表
面（１１）上に分配され、第２の空間（２７）から空気を吸引する間、半製品（１）内に
マトリックス材料を浸透させることを特徴とする請求項３記載のマトリックス材料を射出
するための射出成形法による乾燥繊維複合半製品からの繊維強化プラスチック構造部品の
製造装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
本発明は射出成形法およびそれに続く低圧硬化による乾燥繊維複合半製品からの繊維強化
プラスチック構造部品の製造方法並びにこの方法を実行するための装置に関するものであ
る。
【０００２】
このような方法は、展開可能な、展開可能ではないまたは完全には展開可能ではない幾何
形状を有する構造部品を製造するために、乾燥繊維複合半製品いわゆるプレフォームを使
用する。この場合、乾燥繊維複合半製品は、織布として、多軸繊維群としてまたは縦糸強
化一方向半製品として存在してもよい。前記プレフォームは繊維複合材料から構造部品を
製造するときに使用され、且つ樹脂による浸透および硬化が行われる前の中間作業ステッ
プである。
【０００３】
このような方法はいわゆる樹脂フィルム注入（ＲＦＩ）法として既知である。この場合、
乾燥炭素繊維（ＣＦＫ）、ＣＦＫ織布またはＣＦＫ繊維群が硬化装置内に配置され且つ外
側から所定量の液状でない樹脂で被覆される。このように装填され且つ真空排気された硬
化材料は次にオートクレーブまたはその他の圧力容器内で加温および加圧下で硬化される
。しかしながら、圧力容器の使用およびこのために必要な複雑な金型はきわめて高価であ
り、および温度および圧力を保持しなければならないので、このような方法を複雑にして
いる。これにより、このような方法の適用範囲は制限されている。
【０００４】
さらに、乾燥プレフォーム部品の使用はドイツ特許公開第１９８１３１０５号から既知で
あり、この特許公開に繊維複合構造部品の製造方法が開示され、この製造方法においては
、繊維およびマトリックス材料が、金型キャビティーを形成する少なくとも２つの部分か
らなる金型内で成形され、この場合、金型キャビティー内に存在する空気は逃げることが
可能である。この場合、開口の手前の金型キャビティー側に多孔膜が装着され、多孔膜の
細孔の寸法は、空気は妨害されることなく排出可能であるが、マトリックス材料が金型キ
ャビティー内に引き留められるように決定されている。
【０００５】
ドイツ特許公開第１９８１３１０５号の方法においては確かに加圧は行われない。しかし
ながら、この方法においては、製造すべき構造部品の大きさが制限されることがこの特許
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公開の欠点である。その理由は、このために例えばマトリックスの中央注入口が設けられ
ている場合、このときマトリックスはプレフォーム表面に沿って即ち繊維に沿って流れな
ければならないので、このかぎりにおいてマトリックス材料は繊維内即ちプレフォーム内
にその制限された量だけが供給可能であるにすぎないからである。この場合、この流動方
向は、通過距離および材料抵抗のために、マトリックスに対して大きな流動抵抗を有して
いる。したがって、浸潤は流動長さ内において制限される。ドイツ特許公開第１９８１３
１０５号において、代替態様として、マトリックスが平面状に供給されてもよい。このた
めに複数の樹脂貯蔵容器が使用され、樹脂貯蔵容器は構造部品の表面上に存在し且つプレ
フォームに至るそれぞれ固有の高価な樹脂供給装置を必要とし、したがって各位置におい
て漏れのリスク（不良品のリスク）を有している。
【０００６】
この方法は、製造すべき構造部品に課せられたきわめて高い品質基準を、条件付きでのみ
満たすことができるにすぎないことが他の欠点である。その理由は、プレフォーム表面に
密接する真空フォイルおよび膜内を樹脂が通過する可能性があることにより、構造部品の
多くの位置においてマトリックス材料が膜内に入り込み、且つ膜を上部から封入するから
である。この場合には排気機能はもはや与えられず、硬化過程の間の反応により（例えば
閉じ込められた空気、化学的分離、揮発性成分等により）積層品の内部に細孔が形成され
、細孔は排除されずに構造部品の品質を低下させることになる。
【０００７】
例えばＶＡＲＩ（出願は不明、ＤＬＲ）のような他の既知の低圧法は膜および二分割真空
空間を使用していない。この方法はマトリックス材料の沸騰範囲以外の真空および温度の
プロセス管理により細孔の形成を回避している。したがって、構造部品内に細孔は発生し
ない。しかしながら、それに続いて局部的な細孔を形成させるマトリックスの沸騰範囲内
に局部的に到達させないようにするために、構造部品の各位置における温度および真空の
管理がきわめて正確に行われなければならないことが欠点である。大きな構造部品の場合
には、この正確なプロセス管理はその実行がきわめてむずかしく且つ費用がかかることに
なる。さらに、この方法においては、連続的な真空吸引によりマトリックス材料が構造部
品から吸引され、一方でマトリックス材料が細孔発生の原因となっていることが欠点であ
る。さらに、流出してきたマトリックス材料による真空ポンプの損傷を防止するために、
さらに樹脂トラップ等が必要である。
【０００８】
射出成形法による乾燥繊維複合半製品からの繊維強化プラスチック構造部品の製造方法、
並びに比較的大きな構造部品に対しても適し且つできるだけ簡単な方法過程および同時に
高い構造部品品質をそれにより達成可能な、この方法を実行するための装置を提供するこ
とが本発明の課題である。
【０００９】
この課題は独立請求項の特徴により解決される。その他の実施態様が従属請求項に記載さ
れている。
【００１０】
本発明による方法を用いて特にきわめて高品質の構造部品が得られる。これは特に高荷重
を受けるＣＦＫ航空機構造部品に対して有利である。構造部品の品質に対する代表的な特
性変数は、例えば硬化されたＣＦＫ積層品内の細孔含有率であり、およびプロセス後のマ
トリックス材料のいわゆるガラス転移温度に対する尺度を示すいわゆるＴＧ値として測定
された耐熱性である。
【００１１】
特に、本発明による方法は、展開可能な、展開可能ではないまたは完全には展開可能では
ない幾何形状を有する、炭素繊維（ＣＦＫ）、ガラス繊維（ＧＦＫ）、アラミド繊維（Ａ
ＦＫ）、ホウ素繊維（ＢＦＫ）またはハイブリッド材料からの繊維強化プラスチック構造
部品の製造に使用される。この場合、本発明による方法は、補強のない、および補強のあ
る面積の広いパネル、プラスチック金型または損傷された繊維強化（ＦＶＷ）構造部品の
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パッチ当て補修にも適している。補強はいわゆる一体補強（ＣＦＫ等からなる型材、サン
ドイッチおよびＣＦＫ等の組み合わせとしての型材）または典型的なシート状サンドイッ
チ構造であってもよい。
【００１２】
本発明による方法は、真空射出成形技術と、およびオートクレーブないし過圧を用いない
真空下における硬化とによる、繊維強化構造部品、プラスチック金型およびパッチ当て用
補修パッチのコスト的に有利な製造方法を提供する。
【００１３】
以下に本発明を添付図面により説明する。
図１に示されている装置は、例えば装着部品５を介して金型３上に配置されている製造す
べき構造部品または乾燥繊維複合半製品１を示す。この場合、構造部品または積層品は、
展開可能な、展開可能ではないまたは完全には展開可能ではない幾何形状を有する炭素繊
維（ＣＦＫ）、ガラス繊維（ＧＦＫ）、アラミド繊維（ＡＦＫ）、ホウ素繊維（ＢＦＫ）
またはハイブリッド材料からなるプラスチック構造部品であってもよく、および特に、補
強のない、および補強のある面積の広いパネル、プラスチック金型または損傷された繊維
強化（ＦＶＷ）構造部品のパッチ当て補修に使用される。この場合、補強はいわゆる一体
補強（ＣＦＫ等からの型材、サンドイッチおよびＣＦＫ等の組み合わせとしての型材）ま
たは典型的なシート状サンドイッチ構造を示してもよい。 は構造部品１ないし場合
により装着部品５を受け入れるのに適した形状を有し、および種々の適切な材料例えば木
材、鋼、薄板、ガラス等から形成されていてもよい。
【００１４】
構造部品１は半透膜７で被覆され、半透膜７は、通気性はあるがマトリックス材料の透過
は防止する。膜７は外周面８の外側の構造部品１にできるだけ接近した位置でシール９に
より密封され、シール９は、膜７と装着部品５ないし金型３の表面とにより形成される第
１の空間１０を密封するために使用される。代替態様として、図６に示されているように
、膜７が構造部品全体を包囲してもよい。これは、シール９（図６）を用いてまたはこの
ようなシール９を用いることなく膜７を単一部品として構成することにより行ってもよい
。構造部品１と膜７との間に、膜７に対面する構造部品１の表面１１全体の上方に、剥離
布１３（オプション）および流動補助材１５としてのスペーサが設けられていてもよく、
剥離布１３およびスペーサは、膜７を構造部品１の表面１１に対してある間隔に保持する
機能を有している。流動補助材１５は一種の格子またはスクリーンであっても、または剛
な織布ないし編布またはメッシュであってもよく、これらは真空下においても著しく圧密
されることなく、例えば金属、プラスチックまたは織布半製品の材料からなっている。
【００１５】
装着部品５、構造部品１、シール９を有する膜７、並びに剥離布１３および流動補助材１
５からなる組立品１７は通気性のないフォイル１９で被覆されている。フォイル１９は膜
７の周囲を包囲してシール２１で金型３に対して密封されているので、金型３の表面２３
およびフォイル１９の 形成される第２の空間または内部空間２７が周囲から密
封されている。フォイル１９と膜７との間に通気布３２が挿入され、通気布３２は例えば
ガラス織布または繊維ウェブ等であってもよい。この通気布３２は、真空ポンプ２９によ
り吸引するために、膜を通過して内部空間 から吸引された空気およびガスを、
内部空間 内で膜表面に沿って案内する機能を有している。この内部空間２７は、真空
ポンプ２９（図示されていない）および内部空間２７内に入り込んでいる対応ガス配管３
１により真空にすることが可能である。さらに、内部空間 内に第２の配管３３
が入り込み、第２の配管３３によりマトリックス材料および所定の樹脂を内部空間

内に供給可能である。
【００１６】
マトリックス材料を構造部品１内に供給するために、樹脂貯蔵容器（図示されていない）
に接続されているホースまたは配管３３が、第１の空間１０内に形成された空間２５内に
入り込んでいる。金型およびマトリックス材料のための貯蔵容器はそれぞれ、選択された
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樹脂系が射出中に加熱処理を必要とするかぎり、加熱板上、加熱室内、加熱可能な液体（
オイル・バス等）内または制御可能な炉内に存在している。
【００１７】
フォイル１９、剥離布１３、膜７、通気布３２および流動補助材１５の全ては、共通の要
求として、プロセス期間中に使用されるマトリックス系に対する抵抗性およびプロセス中
に発生する温度に対する抵抗性が要求される。形成すべき所定の幾何形状に対応して、延
伸、折り畳み等によりこの幾何形状の形成が可能でなければならない。
【００１８】
フォイル１９は、通気性がなく且つ上記の特徴を有する従来技術による真空膜である。フ
ォイル１９は、機能として、第２の空間２７を周囲から密封する課題を有している。この
ための代表的な材料として、フォイルまたはゴム膜が使用される。１８０°Ｃ（３５０°
Ｆ）使用に対する例は、例えばＰＴＦＥ、ＦＥＰ等をベースにしたフォイルであった。選
択されたマトリックス系およびその固有硬化温度に応じてそれぞれ、上記の要求を考慮し
て、他の材料が使用されてもよい。
【００１９】
文献ではピール・プライ（剥離層）とも呼ばれる剥離布１３は、プロセスの完了後にマト
リックス材料で充填された流動補助材１５を容易に引き離し（剥離させる＝剥離布）、即
ち構造部品１から容易に分離させるという機能を有している。その理由は、上記の補助材
料はすべて、構造部品１を製造するための補助手段としてのみに使用されるからである。
剥離布１３は、マトリックス材料および構造部品表面と強固な結合が形成されないように
設計されている。この強固な結合の防止は、剥離布の表面構造によりおよび／または（例
えばＰＴＦＥ、シリコーン等のような）追加の接着防止コーティングにより達成される。
代表的な材料として、ガラス織布、ナイロン織布等が挙げられる。剥離布は通気性があり
且つ同様にマトリックス材料に対して両方向に透過性がなければならない。
【００２０】
膜７は、例えば耐熱性および耐食性に関してプロセス条件に適合した工業プラスチック材
料からなる半透膜である。さらに、この膜は通気性はあるが水と同等の粘度を有する液体
に対しては透過性がない。この特性は、程度の差はあるが膜表面上の広範囲に分布されて
いる、膜内に存在する通気性細孔により達成される。細孔のサイズは、マトリックス系は
通過できないように選択される。膜厚は１／１０ｍｍの範囲内で変動している。典型的な
プラスチック材料の使用により、雄型成形、即ちドレープフォーミング (draping and for
ming)のための十分な可撓性が存在している。
【００２１】
流動補助材１５の上方の通気布３２は、真空ポンプ２９へ吸引により膜を通過して吸い込
まれた空気およびその他の揮発性成分を案内する機能を有している。この材料は、それが
プロセス内で必要とされる材料に対して十分な耐熱性、耐食性があり、および長手方向の
空気の搬送が可能であるかぎり、任意の材料であってもよい。これに対しては、ふわふわ
のマット、織布、編布、メッシュ布等が使用され、これらは金属、プラスチック等の材料
からなるものでもよい。
【００２２】
流動補助材１５は、マトリックス供給配管内を通過して空間２５内に到達したマトリック
ス材料の構造部品１の表面上への分配を可能にする機能を有している。この場合、流動補
助材１５は流動通路の機能をなしている。ここで、流動補助材１５は、この流動を可能に
するように、フォイル１９の真空形成下において最小厚さを有している。したがって、流
動補助材１５は、膜７と構造部品１との間に流動通路を形成するスペーサである。流動補
助材は、メッシュ布、織布、編布等であってもよく、これらは流動抵抗を小さくするよう
にできるだけ目の粗い構造を有している。材料として、上記の共通の最小要求（耐熱性お
よび耐食性）が達成されるかぎり、例えば金属またはプラスチック等からなる任意の材料
が使用可能である。マトリックス供給配管３３はマトリックスの搬送を支援するために、
第１の空間１０内に供給可能なように所望な長さとなっている。１つの分岐または複数の
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供給配管が使用可能である。第１の空間１０内に、このマトリックス供給配管は開口を有
し、開口は例えば穴、横方向スリット、縦方向スリット等を示すものであってもよい。こ
れにより、流動補助材内の樹脂の搬送が支援される。
【００２３】
図２および図３は図１に示した本発明による装置を示すが、ここでは具体例としてそれぞ
れ他のタイプの構造部品１が示されていることにおいてのみ異なり、この場合、同じ機能
をなす構造部品には図１と同じ符号が付けられている。本発明による装置は構成部品のほ
とんどすべての任意の形状に対して適していることがわかる。図２はパネル（構成部品１
）の略示図であり、パネルは一方向において帽子形型材により補強されている。この帽子
形型材は、発泡コア３５または任意の他の材料で形成されたコアを有し、コアは閉じた表
面を有し、さらにその上に被覆された帽子の形の乾燥繊維複合半製品３４を有している。
この場合、繊維複合半製品３４は構造部品１と同じ材料または類似の材料から形成されて
いる。発泡コア３５および半製品３４は構造部品１の構成部分である。
【００２４】
図３において、構造部品１は、同様に長手方向に１つまたは複数のＴ形型材３６により補
強されたパネルである。したがって、図３に示す製造すべき構造部品１は個別構成部分１
および から形成されている。この場合、Ｔ形型材 は構造部品１と同じ材料または
類似の材料から形成されている。さらに、構造部品のこの変更態様に対して、浸潤されて
いない状態では不安定な乾燥Ｔ形型材３６を固定するためのサポート３７が必要とされる
。このサポート３７は、例えば金属、木材、ゴム、プラスチック等のような典型的な剛性
のまたは半硬質の金型材料から形成されていてもよい。マトリックス材料との直接接触が
行われるので、このサポート３７の材料はプロセス中にマトリックス材料に対してその形
状を保持しなければならない。
【００２５】
図４および５に種々の樹脂系クラスに対する典型的な経過が真空経過９１および温度経過
９２として示され、この場合、図４の経過は に関し、および図５の
図は に関するものである。
【００２６】
詳細には、温度経過および真空経過は少なくとも２つの過程即ち射出過程１０１および硬
化過程１０３から構成されている。これらの過程ののちにさらにテンパリング（焼戻し）
過程１０２が設けられていてもよい。射出過程１０１においては硬化過程１０３において
よりも温度は低い。
【００２７】
温度経過および真空制御は、硬化された構造部品において、細孔が少ないかないしは全く
ない最適品質および適切な繊維容積比率が達成されるように設計されている。温度に対す
る設定はマトリックス材料の材料仕様から決定される。この場合、真空は、硬化に至るま
での、即ちその凝集状態を液体状態から不可逆な固体状態に変化した状態に至るまでの全
プロセスの間において、選択されたマトリックス材料とは無関係に一定レベルに保持され
てもよい。この場合に保持される通常の値および公差は例えば１－１０ミリバール（理想
的な真空に近い絶対圧力）である。硬化１０３ののちにおいては真空はもはや必要ではな
い。必要な温度経過は次のような特徴を有している。即ち、完全真空における射出過程１
０１の間は、マトリックス材料の粘度曲線により決定される温度が必要である。温度は、
マトリックス材料が真空吸引により供給配管３３を通過して内部空間２５内に到達するの
に十分な流動性を有するように選択される。これは、プロセスに対して必要な最小温度で
ある。同時に、この温度は、硬化（粘性の損失、マトリックスの固体状態）が達成される
ほど高くは選択されない。したがって、プロセス温度は、（選択されたマトリックス材料
に応じてそれぞれ）射出が可能であり（低い粘性）、および射出即ち内部空間２５をマト
リックス材料でほぼ完全に充満することに対して、硬化に至るまでの残りの時間（専門用
語で例えばゲル化時間）が十分であるように調節される。この場合、射出過程の間に必要
な典型的な粘度は例えば１－１０００ｍＰａ．ｓの範囲である。３５０°Ｆ（１８０°Ｃ
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）システムにおける典型的な温度は、例えば射出過程１０１に対しては７０－１２０°Ｃ
、硬化過程１０３に対しては約１００－１８０°Ｃおよびテンパリング（焼戻し）過程１
０２に対しては約１６０－２１０°Ｃの値である。
【００２８】
選択されたマトリックス材料例えばＲＴ（室温）マトリックス材料に対しては、別の修正
された射出温度１０１、同一の硬化温度１０３、同一のテンパリング（焼戻し）温度１０
２が有利である。
【００２９】
真空は射出過程１０１（図４） またはその前に形成される。本発明による方法
においては、射出に対しては典型的には１－１０ミリバールの真空が発生され、この真空
は硬化過程の終了まで継続し且つ低減されてはならない。
【００３０】
以下に本発明による方法を説明する。
任意の硬化金型内に乾燥材料（例えばＣＦＫ繊維群、織布等）が構造的設定に従って位置
決めされ、これにより半製品の個別層から積層構造が形成される。マトリックス材料と金
型との付着を防止し且つ構造部品の金型表面からの再分離（離型）を可能にするために、
金型は分離しやすくされ、即ち離型材または離型フォイルおよび離型布（これらは共に構
造部品１の下側において装着部品５を形成する）により前処理されている。構造部品１の
乾燥材料に剥離布１３が設けられていることが好ましい。さらに、この構成の上側に簡単
に重ね合わせることによりいわゆる流動補助材１５が装着される。複雑な構造部品におい
ては、例えば耐熱性接着テープを用いて側部を局部的に固定することが有効である。この
流動補助材１５の上に通気性はあるが液体は透過させない膜７が被覆され且つ に
より密封される。それに続いて、膜７の上方に通気布３２が被覆され且つフォイル１９お
よびシール２１により周囲から密封される。この過程の間に、マトリックス供給配管３３
および真空配管２９は通常のブッシングおよびシールを用いて図１に示すように装着され
る。
【００３１】
上記の材料およびフォイルまたは真空フォイル１９が装着されたのちに、第１の空間１０
が真空ポンプにより真空にされる。同時に、マトリックス材料を第１の空間１０内に供給
するために、マトリックス材料貯蔵容器がシステムに接続される。真空により圧力低下が
発生し、圧力低下は、マトリックス材料を、貯蔵容器から、真空にされた第１の空間

２５内に吸い込む。このとき、マトリックス材料は、ほとんど妨害されることなく且つ
その粘度特性とはほとんど無関係に、流動補助材１５および供給配管３３を通過して構造
部品表面上に分配される。この場合、存在する空気は内部空間２７の継続吸引により膜７
を通過して排除される。大きな流動抵抗を示す積層品構造内のマトリックス材料の流動は
この場合行われない。むしろ、構造部品表面から垂直方向下方に積層品内へのマトリック
ス材料の浸透が行われる。したがって、構造部品の各位置における最大流動距離は、直接
、この点における構造部品厚さの関数である。したがって、流動抵抗はきわめて小さく、
この結果、過去においてはその粘度のために浸透が不可能であった樹脂系も使用可能であ
り且つ大きな寸法を有する構造部品が形成可能である。
【００３２】
局部的エアポケットを回避するために膜７が使用される。例えば、形成された流動前面が
閉鎖され、したがって空気が真空側に排出されることなく、内部空間２５の構造部品１内
に閉じたエアポケットが発生した場合、樹脂はこのエアポケット内に流入することはでき
ない。このとき欠陥スポットが発生するであろう（内部浸潤がない）。通気性の膜７はこ
の影響を防止する。その理由は、構造部品の各位置において空気は常に表面に対して垂直
方向に膜を通過して真空構造２７の通気可能な樹脂のない空間に到達可能であり、そこか
ら膜７の上側で通気布３２により真空接続口２９を介して吸引されるからである。膜は樹
脂を透過させない。したがって、浸潤プロセスそれ自身が制御されるので、流動前面のモ
ニタリングは必要ではない。浸潤の程度は、直接、プロセスに利用可能な供給樹脂量並び
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に供給繊維量の関数である。
【００３３】
完全な浸潤が終了すると直ちに、同じ真空度を保持しながら適切な温度により硬化が行わ
れる。この場合に化学的プロセスにより発生する気泡（マトリックスの沸騰、揮発性成分
等）は、既知のプロセスにおいては完成構造部品内に細孔を形成するであろう。構造部品
の表面に対して垂直方向に膜を通過して連続排気が行われるので、この場合、膜７により
細孔の形成が防止される。
【００３４】
硬化が完了したのちに構造部品を金型から取り出すことができる。これは、すべてのプロ
セス補助材を構造部品１から例えば手で剥がすことにより再び引き離し、および構造部品
を金型３から引き離すことが可能であることを意味する。ここで離型された、マトリック
スで浸潤された半製品からなるこの硬化構造部品は、要求された型材に応じてそれぞれ、
純粋な熱的後処理（ステップ１０２における調質）が行われてもよい。調質は離型の前に
行われてもよいが、金型の占有時間を低減するためには離型前に行ってはならない。
【００３５】
本発明の方法により製造される構造部品の大きさは、その上限に対してはほとんど制限が
ない。本来の上限は、方法においてよりもむしろ構造部品の技術的な取扱い可能性（運搬
等）において求められる。この構造部品に対する最小サイズは存在しない。最大製造可能
厚さは使用される樹脂のタイプおよび利用可能な射出時間により異なってくる。この射出
時間は、技術的限界により決定されるのではなく、経済的限界により決定される。例えば
硬化中の発熱反応のような予期されないその他の二次影響は、樹脂系のみに依存し、方法
には依存しない。
【００３６】
要約すると、本発明により、マトリックス材料を射出するための射出成形法により乾燥繊
維複合半製品からの繊維強化プラスチック構造部品の製造方法が提供され、この場合に第
２の空間２７から空気の吸引が行われ、これにより第１の空間１０から第２の空間２７へ
の圧力低下が発生し、且つマトリックス材料が、貯蔵容器から、真空にされた第１の空間
１０内に吸い込まれ、マトリックス材料は流動補助材１５により膜７に対面する半製品１
の表面１１上に分配され、且つ垂直方向に半製品１内に入り込む。流動補助材により構造
部品表面上にマトリックス材料を分配する機能と、膜フォイルによる構造部品および流動
補助材の上側の平面状の排気の可能性との結合が、真空下における過圧が存在しない硬化
において、希望の品質結果を達成する。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明による方法がそれを用いて実行可能な本発明による装置の略断面図を示
す。
【図２】　図１に示す装置内のサンドイッチ帽子形型材の変更態様としての一体補強構造
部品に対する典型的な構造を示す。
【図３】　図１に示す装置内のＴ形型材の変更態様としての一体補強構造部品に対する典
型的な構造を示す。
【図４】　いわゆる に対する典型的な温度および真空の時間線図を
示す。
【図５】　いわゆる に対する典型的な温度および真空の時間線図を示
す。
【図６】　本発明による装置の代替態様の略断面図を示す。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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